
（３）路上喫煙禁止地区
啓発標示について
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◆環境局◆
路上喫煙禁⽌区域に伴う看板の意匠変更(案）

変更後イメージ

変更後イメージ

ノーポイモデルゾーン看板

路上喫煙禁⽌地区看板

北区（５か所） 天王寺区（２か所）・阿倍野区（３か所）

北区（２か所）

26



ＪＲ大阪駅・阪急梅田駅周辺地域 標示物

既設ノーポイモデルゾーン看板
既設路上喫煙禁止地区看板
立て看板（独立柱）
看板（既存壁・フェンス等に固定）
ポスター・アクリルボード・ステッカー
デジタルサイネージ

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ ｻｲﾈｰｼﾞ
W60 × H100
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天王寺駅周辺地域 標示物

既設ノーポイモデルゾーン看板
立て看板（独立柱）
看板（既存壁・フェンス等に固定）
ポスター・ステッカー
路面シート

設置場所については調整中28





看板　イメージ　 ○独立柱６箇所　　壁面・フェンス取付２７箇所

縦30cm×横50cm

シール　イメージ △植樹ﾌﾞﾛｯｸ等に貼付　１０箇所

縦18cm×横35cm

路面シート　イメージ　 　    １１箇所

縦45cm×横90cm

◆天王寺区◆
  天王寺駅周辺路上喫煙禁止区域に伴う看板等イメージ（案）
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看板　イメージ ○独立５箇所　●壁面・フェンス２箇所

縦30cm×横50ｃｍ

シール　イメージ △駅階段ステップ等に貼付　１０箇所

縦18cm×横70cm

【路面シート　イメージ】　※路面シートの設置についても検討中

縦45cm×横90cm

※意匠については調整中

◆阿倍野区◆
 天王寺駅周辺路上喫煙禁止区域に伴う看板等イメージ（案）
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その他
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路上喫煙に関する条例（加熱式たばこの取扱い）について他都市状況

指定都市
回答数 備考

罰則があり徴収してい
る。

12

罰則はあるが徴収して
いない

6
・過料徴収の罰則は設けているが、啓発にとどめている
・喫煙制限特別区域内で路上喫煙したものに対して過料を徴収できるが、
現在は区域が未指定である　等

罰則はない 2

対象とし、過料を徴収
している。

0

対象としているが啓発
のみ行っている。

4

・紙巻たばこと同様に吸い殻が発生するため
・受動喫煙者の健康被害の恐れがまったくないとは言えないため
・たばこの定義はたばこ事業法による製造たばこも含めると考えられるが、
身体及び財産に対し被害を及ぼす恐れがないため過料徴収は行わない
等

対象としていない。 16

・火を使わないためやけど等の危険がなく、健康への影響の程度が不明で
あるため
・条例はやけどなどの危険を防ぐとともに、吸い殻のポイ捨てを防ぐ目的で
制定したものであり、加熱式たばこは火を使わず煙もでないため
・対象とはしていないが、喫煙所への誘導や使用をやめるよう依頼する
等

変更する予定がある。 0

変更については検討
中である。

8

・他都市の動向をふまえ検討する
・「健康増進法」の改正や他都市の動向を踏まえて検討する
・加熱式たばこの健康への有害性が立証された場合は対象とするか検討
する
・健康増進法の規制対象に加熱式たばこを含める場合は扱いを検討しな
ければならない　等

変更する予定はない。 12

【回答】指定都市（２０都市）

札幌市・仙台市・さいたま市・千葉市・横浜市・川崎市・相模原市・新潟市・静岡市・浜松市
名古屋市・京都市・堺市・神戸市・岡山市・広島市・北九州市・福岡市・熊本市・大阪市

設問３
加熱式たばこについ
て、今後扱いを変更
しますか。

（注）指定都市回答数欄の※表示は大阪市を含む

設問

設問１
路上喫煙に罰則規定
を設けていますか。

設問２

現在、「加熱式たばこ
（例・IQOS、Ploom
TECH、glo）」による路
上喫煙について条例
の規制対象としてい
ますか。

※

※

※
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 原則屋内禁煙（喫煙専用室設置可。喫煙可能部分へ20歳未満の者を⽴ち⼊らせてはならない）
（経過措置︓客席⾯積100㎡以下かつ個人又は資本⾦等5000万円以下の店舗は、禁煙・喫煙を選択可）

大阪府受動喫煙防止条例の概要（2019年3月20日公布）

（１）府の責務
・受動喫煙の防止に向けた環境整備等、総合的な施策の推進
・改正健康増進法及び条例の周知、理解促進
・公⺠連携による取り組みの推進

（２）府⺠等の責務
・他人に望まない受動喫煙を生じさせることがないように努める

（３）保護者の責務
・監護する者に対し、受動喫煙による健康への悪影響を未然に防止するよう努める

（４）関係者の協⼒
・府、市町村その他の関係者は相互に連携を図りながら協⼒するよう努める

（５）管理権原者の主な義務及び責務
・望まない受動喫煙を防止するために必要な措置をとるよう努める

など

条例による規制の違反にあたっては、5万円以下の過料を設定

 敷地内全⾯禁煙（特定屋外喫煙場所を設置しないこと）に努める（努⼒義務）［2020.４~］

第一種施設 改正法（2019年7月施行） 府独自の取り組み（条例）(2020年4月施行)

受動喫煙により健康を損なうおそれが
高い者（20歳未満の者、患者、妊婦）が主
たる利⽤者である施設

禁煙（敷地内禁煙）

※ 特定屋外喫煙場所を設置できる

禁煙（敷地内全面禁煙：努力義務)

※ 特定屋外喫煙場所を設置しないこと

学校（学校、幼稚園 等）

病院、診療所、助産所

児童福祉施設
（保育所、児童養護施設 等）

その他（介護⽼⼈保健施設、
認定こども園 等）

⾏政機関の庁舎

（例）精神科、終末期医療を提供する病院、
主に療養を中心とする施設など、
利用者への一定の配慮が必要な施設

禁煙（敷地内禁煙）
※ 特定屋外喫煙場所を設置できる

イメージ

2025年4
月

敷地内

特定屋外喫煙
場所

喫煙専用室 加熱式たばこ専用の喫煙室

設置できる施設 第二種施設（原則屋内禁煙となる施設）
場所 屋内の「一部」

必要となる措置 室外への煙の流出防⽌措置
紙巻きたばこ 〇 ×
加熱式たばこ 〇 〇

室内での喫煙以外の行為
（飲食等）

× 〇

20歳未満の者の入室 × ×

府の責務等に係る部分
（３か月の周知期間）
2019年7月

第一種施設等に係る部分
（努⼒義務）
2020年4月

飲食店等に係る部分を
含む全⾯施⾏
（罰則部分）
2025年4月

特定屋外喫煙場所：第一種施設の屋外の場所の一部のうち、受動喫煙を防止するために必要な措置がとられた場所

２．義務及び責務 ※2019年7月施行 ４．第一種施設（敷地内禁煙）における取り組み ※2020年4月施行

５．第二種施設における取り組み ※努力義務：2022年4月施行、罰則部分：2025年4月施行

７．加熱式たばこの扱い ※改正健康増進法と同様の扱い

８．罰則

９．施行時期（段階的に施行）

○ 府民の健康のため、望まない受動喫煙を生じさせることのない環境づくりをすすめる
○ 万博開催の2025年を目指し、国際都市として、全国に先駆けた受動喫煙防止対策をすすめる

改正法
全面施行：2020年４月

大阪府受動喫煙防止条例
全面施行：2025年４月

【経過措置】
既存特定飲食提供施設
・客席面積100㎡以下
・個人又は資本金等5000万円以下
の店舗

【経過措置】
府既存特定飲食提供施設

客席面積30㎡以下の店舗

11

府内全域（政令指定都市、中核市を含む）

３．条例の対象範囲

１．趣旨

2025年4月施⾏

法︓2020年4⽉施⾏

2022年4⽉施⾏

第二種施設
多数の者が利用する施設
（第一種施設を除く）

（例）事務所、旅館（客室を
除く）、飲食店 等

★例外措置

原則屋内禁煙
（喫煙専用室設置可）

原則屋内禁煙
（喫煙専用室設置可）

禁煙・喫煙を選択可

原則屋内禁煙
（喫煙専用室設置可）

屋内禁煙に努める
（努⼒義務）

従業員を雇用する施設

禁煙・喫煙を選択可

［法︓2020.４~］

［2025.４~］

［2022.４~］

【改正法の第二種施設のうち、既存特定飲食提供施設にかかる府独自の取り組み】

［2025.４~］

 従業員を雇⽤する飲⾷店は、客席⾯積に関わらず原則屋内禁煙に努める（努⼒義務）
 改正法で経過措置対象としている客席面積100㎡以下の飲食店のうち、30㎡を超える飲食店は、
原則屋内禁煙（罰則あり)  ※喫煙専用室及び加熱式たばこ専用喫煙室の設置可

 客席面積が30㎡以下の飲食店は、改正法と同様に、喫煙か禁煙の選択可（経過措置）

 改正健康増進法と同様に、加熱式たばこ専用喫煙室（飲食等も可）
での喫煙可

６．喫煙目的施設の要件 ※改正健康増進法と同様の扱い

（１）公衆喫煙所
（２）喫煙を主目的とするバー、スナック等

たばこの対面販売（出張販売を含む）をしており、客に飲食させる営業（「通常主食
と認められる⾷事」を主として提供するものを除く）を⾏うもの

（３）店内で喫煙可能なたばこ販売店

従業員を雇用する
飲食店に係る部分
（努⼒義務）
2022年4月

※2022年を⽬途として府内の取組状況等を踏まえ、必要な場合は措置を講ずる。



改正法と条例の比較及び環境整備等に関する取り組み

■ 府内飲食店の喫煙状況の変化

別に法律で定める日
（経過措置終了）

▼

【条例に基づく経過措置】

・個人又は中小企業が経営、客席面積30㎡以下
（掲示により店内で喫煙可）

【条例に基づく努力義務】従業員を雇用している飲食店については、原則屋内禁煙に努める

2020.4
（法全面施行）

▼

2025.4
（飲食店等に係る部分を
含む全面施行）

▼

新規開設店舗
＆新たに受動喫煙防止対策を実施した店舗

【条例に基づく措置】

客席面積30㎡超～100㎡以下（原則屋内禁煙）

改
正
法
に
基
づ
き
、
原
則
屋
内
禁
煙

経
過
措
置
終
了

■ これまでの経緯

◆国の動き
平成30年 7月 健康増進法の⼀部を改正する法律 公布
◆大阪府の動き
平成30年 9月 大阪府受動喫煙防止対策懇話会 設置（12月までに5回開催）
平成30年12月 ⼤阪府⼦ども受動喫煙防⽌条例 公布・施⾏
平成31年 1月 ⼤阪府受動喫煙防⽌対策条例の制定に向けた基本的考え⽅ 公表、

パブリックコメント 実施（〜2月8日）
◆関係団体等からの意見聴取

＜懇話会での関係団体からの意⾒聴取︓９団体＞
飲食旅館関係団体(組合員数約5,600事業者）、外食産業関係団体（会員約500社）、
たばこ事業関係団体、医療関係団体、旅⾏・観光関係団体、患者団体、消費者団体 等

＜関係団体等からの書⾯による意⾒聴取︓10団体＞
上記のほか、遊戯関係団体、理容関係団体 等

＜保健所による飲食店に対するヒアリング︓610件＞
大阪府内の18保健所（政令・中核市含む）が管内飲食店を調査

＜府内私⽴学校に対するアンケート調査（書⾯）︓170校＞
府内私⽴学校187校に照会

◆府内飲食店に対する実態調査

（調査期間）平成30年9月から11月
（回答件数）1,258件

※97,843店舗より、10,000店舗を無作為抽出

■ 経過措置の対象となる飲食店の割合（国と府推計の比較） （2020年推計値）

【客席面積30㎡以下】

大企業
（既存）
【約１割弱】

中小企業や
個人事業主
（既存）
【約９割強】

措置の対象となる
店舗は、全飲食店の
約5.5割

措置の対象となる
店舗は、全飲食店の
約6.1割

措置の対象
となる店舗は、
全飲食店の
約3.2割

受動喫煙防止対策を
実施していない＜約７割強＞＜約３割弱＞

客席面積100㎡以下
【約８割強】

100㎡超
【約２割弱】

受動喫煙防止対策を実施していない
＜約7.5割強＞ ＜約2.5割弱＞

客席面積100㎡以下
【約9.3割】

100㎡超
【約0.7割】

既
に
受
動
喫
煙
防
止
対
策
（
禁
煙
ま
た
は

喫
煙
場
所
設
置
）
を
実
施
し
て
い
る

既
に
受
動
喫
煙
防
止
対
策
（
禁
煙
ま
た
は

喫
煙
場
所
設
置
）
を
実
施
し
て
い
る

既
に
受
動
喫
煙
防
止
対
策
（
禁
煙
ま
た
は

喫
煙
場
所
設
置
）
を
実
施
し
て
い
る

客席面積30 ㎡以下
【約4.6割】

30㎡超
【約5.4割】

受動喫煙防
止対策対応
済飲食店
約3.9割

経過措置対
象飲食店
約6.1割

【客席面積100㎡以下】【客席面積100㎡以下】

国の推計 実態調査を踏まえた府の推計

国の推計に比べて措置の
対象となる店舗数が多い

さらに、面積を30㎡以下とすることで、
対象となる店舗数が約3.2割まで減少する

〜30㎡
47%

30〜50㎡
29%

100㎡〜
7%

50〜100㎡
17％

府内飲食店における
客席面積の割合

＜参考＞喫煙目的施設（公衆喫煙所、喫煙を主目的とするバー、スナック等、店内で喫煙可能なたばこ販売店） については、施設内で喫煙可能
（※改正健康増進法と同様の扱い）

2022.4
（条例に基づく
従業員を雇用する
飲食店の努力義務）

▼

改正法に基づき、原則屋内禁煙
（喫煙専用室（喫煙のみ）内

でのみ喫煙可）
＊加熱式たばこ専用の喫煙室は

「当分の間」の措置

【改正法に基づく経過措置】
（既存特定飲食提供施設）

・個人又は中小企業が経営

・客席面積100㎡以下
(掲示により店内で喫煙可）

■ 環境整備等に関する取り組み（例）

○ 府独自の規制対象となる飲食店における受動喫煙防止対策を進めるため、既存の国庫補助制

度の活⽤⽀援策や個別飲⾷店に対する具体的な⽀援策などを検討する

○ 公衆喫煙所やビル等における共用喫煙室などの整備を進めるため、市町村、事業者等からなる

検討会を設置し、それぞれの役割分担を図りつつ、具体的な整備促進策の検討を進める

○ 市町村や事業者等と連携し、広報紙等による周知、セミナーの開催等による受動喫煙に対する

理解促進を図り、受動喫煙防⽌に向けた気運を醸成する

Ⅰ 受動喫煙防止に向けた環境整備

Ⅱ 改正法及び条例の周知、理解促進


